
１　施策の位置づけ

２　施策の評価

hit

３　主な取組

1

記号

150 1

151 5

152 5

259 2

４-１　施策の評価・検証　（企画財政課）

企画財政課 維持

テレビ松本自主放送番組枠使用料 企画財政課 維持

主要施策 ８－２．村の魅力や暮らしに関する情報を積極的に内外へ発信します

基本戦略 ４．未来へつながる村をつくります

重点目標

指標（ＫＰＩ）
単
位

基準値 達成値 目標値

H30 R1 R2 R3

村ホームページのア
クセス数

25万 27万 43万 47万 30万 総務課

R4 R5 R6
担当課

Ａ 　

村の魅力や暮らしに関する情報の発信 総合評価

村民のむらづくりへの参画や移住・定住を促進するため、村の魅力や暮らしと関わりのある情報を
積極的に内外へ発信 Ａ

コスト 評価 重点化事務事業名 担当課 成果

ふるさと応援寄附業務委託料 企画財政課 拡大

自主番組放送運営支援業務委託料

（様式２） 令和４年度　施策評価シート

事業構成の適正

　メール配信やLINE連携により情報発信に努めた。ホームページのアクセス数は増え
ているが、さらに見やすいものに見直す必要がある。また広報誌の見直しも進めてい
く。

　

維持 Ａ 　

拡大 Ａ

維持

　

事業の重点化

　　特産品による村の認知拡大と財源確保のため、新たな返礼品の発掘と、ふるさと
応援寄附掲載サイトの拡充を進める。

評価視点 評価コメント

　メール配信・LINE連携システム保守委託料 企画財政課 拡大 維持 Ａ



【朝日村第６次総合戦略】 8 2 1

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

件 単位目標値 寄附件数を230から280へ 単位 件 寄附件数　200 単位

150令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 3,000 一 般 財 源 2,000 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

「さとふる」にこだわらず、ふるさと寄付のポータル
サイトとしてよりシェアの高いサイトとの提携を行
うことで、寄付額の増加を図るとともに、新たな返
礼品の開発・開拓を実施する。

引き続き、業務を継続していく。お礼品の開発・開
拓により力を入れるとともに広報にも力を入れる
など別のアプローチができないか検討する。

財源

（千円）

予算額 3,000 予算額 2,000 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ｂ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

寄附額の増加のための、新規ポータルサイトへ
の掲載の検討

新規ポータルサイトでのお礼品の掲載が始まった。令和３年度中

は目に見える成果は出なかったが、今後の動向に注視する。ま

た広報等別のアプローチも検討する

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大 ✔

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 件 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

ふるさと納税を実施し、魅力的な返礼品を開拓・
開発することで、寄付額の増加につとめる。さと
ふるに一括管理を行うことで、自治体が負担する
事務の軽減化が図られている。

ふるさと納税制度を活用し、自主財源の確保に
努める。（株）さとふるに業務委託を行うことで、自
治体が負担する事務の軽減化が図られている。
令和２年と比べて寄付総額・寄附件数ともに落ち
込んだ。

目標実績値 寄附件数　230 単位 件 寄附件数　188

そ の 他 特 財

一 般 財 源 2,666 一 般 財 源 1,763 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④その他に係る費用 33 ④その他に係る費用 0 ④

基本戦略 ４．未来へつながる村をつくります

重点目標 　

主要施策 ８－２．村の魅力や暮らしに関する情報を積極的に内外へ発信します

対 象 株式会社さとふる 補助単独 単独

企画財政課

事 業 名 称

概 要

目 的 自主財源の確保及び、村の認知度向上 経費区分 経常

'06 開始年度

新/継 継続

目 標 寄附額の増加

予算科目 款 '02 項 '01 目

手 段 業務委託

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②返礼品の送付等に係る費用 260

2 年度 所 管 課

③事務に係る費用 716 ③事務に係る費用 600 ③

委託料細節名称ふるさと応援寄附業務委託料

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ｂ

Ａ

②返礼品の送付に係る費用 149 ②

活動指標

事業費

➀返礼品の調達に係る費用 1,657 ➀返礼品の調達に係る費用 1,012



【朝日村第６次総合戦略】

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

単位目標値 単位 単位

259令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 1,030 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

財源

（千円）

予算額 0 予算額 1,030 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ｂ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題 よりきめ細かな情報の発信・伝達を実施する（他媒体

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大 ✔

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 件 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

メール配信システムならびに朝日村公式LINEア
カウントを利用した行政情報の発信を実施。利用
者（村民）に対して必要な情報の発信・伝達に努

めた

目標実績値 単位 登録者数（

そ の 他 特 財

一 般 財 源 #REF! 一 般 財 源 946 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ４．未来へつながる村をつくります

重点目標 #N/A

主要施策 ８－２．村の魅力や暮らしに関する情報を積極的に内外へ発信します

対 象 朝日村民 補助単独 単独

企画財政課

事 業 名 称

概 要

目 的 行政情報の発信・伝達 経費区分 経常

06 開始年度

新/継 新規

目 標 村民に対し周知すべき情報を漏れなく発信する

予算科目 款 02 項 01 目

手 段 各システムによるメッセージの配信

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

3 年度 所 管 課

③ ③ ③

委託料細節名称メール配信・LINE連携システム保守委託料

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ｂ

Ａ

②公式LINEアカウントの運用 418 ②

活動指標

事業費

➀ ➀メール配信 528


